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平成 24 年度 当初予算の概要

１１ 地地方方財財政政のの状状況況

世界的な金融不安に端を発した経済不況の回復の兆しが見えない中で、３月１１日に発生した東日本

大震災による国全体への影響は非常に大きく、税収の減や復旧・復興に係る対策など、地方財政にとって

一段と厳しい状況となっています。

また、平成２３年度末の地方財政の借入金の残高は２００兆円と前年度とほぼ同額になるものと見込ま

れ、平成２４年度においても歳入総額の約１４．４％を地方債で対応することにしており、今後も借金に依

存した体質が続くものと見込まれています。それらの元利償還金や少子高齢化による社会保障関係経費

などの義務的経費の増が財政を圧迫する要因になることなどから、地方財政は構造的にみて極めて厳しい

状況にあります。

平成２４年度の総務省の概算要求では地方税、地方交付税、臨時財政対策債などの一般財源総

額を前年度の０．９％増を見込んでいますが、東日本大震災に係る復旧・復興対策は未だに不透明な

部分があり、今後の国の動向に注視していく必要があります。

２２ 当当町町のの財財政政状状況況とと予予算算編編成成のの基基本本方方針針

当町の財政は、継続的に行ってきた普通建設事業や臨時財政対策債の借入等により、平成２３年度

末の町債残高は一般会計１２６億９千万円、下水道事業８９億７千５百万円、全会計を合わせると２２７

億６百万円になる見込みです。これらの償還費を抑制するため、平成１９年度から平成２２年度まで約５億

６千７百万円の繰上償還を実施し、平成２２年度及び平成２３年度には臨時財政対策債等の借入を抑

制し、平成２２年度決算による実質公債費比率は、１７．２％と地方債協議の基準である１８％は下回っ

たものの、依然として高い水準にあります。また、臨時財政対策債等の借入により償還費は高水準で推移

する見込みであり、今後の借入を抑制する必要があります。経済不況のあおりを受けて落ち込んだ税収の

回復も見えず、震災の影響による減収も予想され、また、おいらせ町震災復興計画による速やかな復興と

安全安心なまちづくりを目指すことが急務であり、震災復興経費も発生することから、厳しい財政運営が続

くことが予想されます。

さらに合併の特例により措置されている普通交付税の合併補正は平成２３年度以降約４千４百万円が

減額、合併算定替が平成２８年度から平成３３年度までの６年間の合計で約１８億円が減額になることか

ら、平成２８年度以降の基金残高は大幅に減っていく可能性があります。

この大幅な減額に対応するため合併算定替が全額措置される平成２７年度までに思い切った歳出改

革を行い、持続可能な財政基盤を構築を図るものです。
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３３ 予予算算規規模模

一一般般会会計計の規模は前年度より 1 億 3,400 万円（1.5%）増の 93 億 3,180 万円となりました。

特特別別会会計計は、国民健康保険特別会計、介護保険特別会計等などの予算規模が拡大し、全体で

も前年度より 2.2％、1 億 2,958 万円増の 60 億 299 万円となりました。

公公営営企企業業会会計計（病院事業会計）は、前年度より 2,552 万円（2.5%）減の 10 億 488 万円となりま

した。

（千円、％）

平成24年度 平成23年度

当初予算額 当初予算額
(A) (A) (A-B) (A-B)/(B)

一般会計 9,331,800 9,197,800 134,000 1.5
特別会計 6,002,990 5,873,410 129,580 2.2

国民健康保険特別会計 2,834,460 2,721,135 113,325 4.2
奨学資金貸付事業特別会計 18,506 18,796 △ 290 △ 1.5
公共下水道事業特別会計 1,003,452 994,145 9,307 0.9
農業集落排水事業特別会計 112,660 109,082 3,578 3.3
介護保険特別会計 1,844,944 1,788,398 56,546 3.2
霊園事業特別会計 8,165 13,275 △ 5,110 △ 38.5
公共用地取得事業特別会計 40,033 95,595 △ 55,562 △ 58.1
後期高齢者医療特別会計 140,770 132,984 7,786 5.9

公営企業会計 1,004,881 1,030,400 △ 25,519 △ 2.5
病院事業会計（収益） 926,493 943,411 △ 16,918 △ 1.8
病院事業会計（資本） 78,388 86,989 △ 8,601 △ 9.9

16,339,671 16,101,610 238,061 1.5合 計

対前年増減 対前年度比
会 計
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（注）四捨五入の関係上、合計が一致しないことがあります。
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４４ 一一般般会会計計

（１）歳 入

一一般般会会計計歳歳入入のうち自自主主財財源源は、震災復興経費に充てるため繰入金が増加しています。

また、依依存存財財源源では地方交付税が増加しています。

依存財源が歳入全体の７割を占めており、脆弱な財政基盤であるといえます。

（千円、％）

(A) 構成比 (B) 構成比 (A-B) (A-B)/(B)

自主財源 2,886,710 30.9 2,710,094 29.5 176,616 6.5
町税 2,212,767 23.7 2,152,843 23.4 59,924 2.8
分担金・負担金 197,120 2.1 209,222 2.3 △ 12,102 △ 5.8
使用料・手数料 76,860 0.8 81,408 0.9 △ 4,548 △ 5.6
財産収入 13,753 0.1 14,465 0.2 △ 712 △ 4.9
繰入金 317,348 3.4 185,922 2.0 131,426 70.7
諸収入等 68,862 0.7 66,234 0.7 2,628 4.0

依存財源 6,445,090 69.1 6,487,706 70.5 △ 42,616 △ 0.7
地方譲与税 139,001 1.5 139,000 1.5 1 0.0
地方交付税 3,450,000 37.0 3,300,000 35.9 150,000 4.5
交付金等 253,919 2.7 266,270 2.9 △ 12,351 △ 4.6
国庫支出金 863,930 9.3 1,052,056 11.4 △ 188,126 △ 17.9
県支出金 882,140 9.5 964,780 10.5 △ 82,640 △ 8.6
町債 856,100 9.2 765,600 8.3 90,500 11.8

9,331,800 100.0 9,197,800 100.0 134,000 1.5

平成23年度

当初予算額
対前年増減 増減率

平成24年度

当初予算額

合 計

区 分

19.8 21.7 22.8 22.2 22.0 21.5 22.1 

2.2 2.1 2.1 2.1 2.1 2.1 2.0
5.3
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7.5 6.7
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合計が一致しないことがあります
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（ア）町 税 22 億 1,276 万 7 千円 （前年度比 +5,992 万 4 千円（+2.8％））

町町税税は、自主財源のうち最も金額が大きく、非常に重要な収入です。地価下落により固定資産税

の減少を見込んでいますが、町民税とたばこ税について増を見込んでおり、町税全体でも増を見込ん

でいます。なお、町民税の増は扶養控除の縮小に伴うもので、所得の増によるものではありません。むし

ろ震災の影響が懸念されます。

（単位：千円、％）

平成24年度 平成23年度
当初予算額 当初予算額

(A) (B) (A-B) (A-B)/(B)

2,212,767 2,152,843 59,924 2.8

町民税 930,921 864,621 66,300 7.7

固定資産税 1,047,824 1,078,621 △ 30,797 △ 2.9

軽自動車税 54,021 53,600 421 0.8

たばこ税 180,000 156,000 24,000 15.4

特別土地保有税 1 1 0 0.0

町税合計

区 分
増減額 増減率

698,791
882,121 969,121 929,721 913,421 864,621 930,921

1,089,577

1,099,623
1,108,529

1,080,626 1,078,526
1,078,621

1,047,824

43,401

44,801
45,757
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53,600 54,021

150,100
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156,000

156,000 158,000
156,000

180,000
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1,000,000

1,500,000
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（千円） 町税の推移

町民税

固定資産税

軽自動車税

たばこ税

1,981,871

2,174,547
2,279,408

2,216,148
合計

（注）当初予算の比較です。

2,200,818 2,152,843 2,212,767
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（イ）地方交付税 34 億 5,000 万円 （前年度比 +1 億 5,000 万円（+4.5％））

（ウ）国庫支出金 8 億 6,393 万円 （前年度比 △1 億 8,812 万 6 千円、

（△17.9％））

（エ）県支出金 8 億 8,214 万円 （前年度比 △8,264 万円（△8.6％））

地地方方交交付付税税は、地方財政対策により、普通交付税は当初予算ベースで増額になることを見込んで

いるほか、臨時財政対策債を含む実質的な地方交付税全体についても増額を見込んでいます。

県県 支支 出出 金金は、前年度に計上した地域介護・福祉空間整備等施設整備費交付金の皆減等によ

り、減額を見込んでいます。

国国庫庫支支出出金金は、子ども手当等負担金等の減額に伴い、減額を見込んでいます。

2,666,187 2,700,848
2,888,840 3,033,571

3,286,340 3,384,957
3,150,000
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466,912

376,180
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（予算現額）

H24
（当初予算）

（千円）

地方交付税等の推移

臨時財政対策債

特別交付税

普通交付税

3,626,859 3,552,529
3,669,752

4,061,024
3,954,957

合計

3,897,051 3,830,000

（単位：千円、％）

平成24年度 平成23年度
当初予算額 当初予算額
(A) (B) (A-B) (A-B)/(B)

3,450,000 3,300,000 150,000 4.5

普通交付税 3,150,000 3,050,000 100,000 3.3

特別交付税 300,000 250,000 50,000 20.0

区 分
増減額 増減率

地方交付税
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（オ）町債 8 億 5,610 万円 （前年度比 +9,050 万円（11.8％））

町町債債は、木ノ下小学校第２体育館建設事業により合併特例債が大きく伸びています。

なお、後年度負担の軽減を図るため、臨時財政対策債の借入額を抑制します。

また、地方債からの依存脱却を図ることにより、平成 18 年度以降、地方債残高は減少を続けていま

す。

木ノ下小学校第２体育館建設事業 ４億３，６９０万円

消防団百石第８分団消防ポンプ自動車購入事業 １，４５０万円

合合併併特特例例事事業業のの内内訳訳（（平平成成 22４４年年度度））

（単位：千円、％）
平成24年度 平成23年度
当初予算額 当初予算額
(A) (B) (A-B) (A-B)/(B)

856,100 765,600 90,500 11.8

普通建設事業充当事業債 19,700 35,200 △ 15,500 △ 44.0

合併特例債 451,400 270,400 181,000 66.9

災害援護資金貸付事業債 5,000 0 5,000 皆増

臨時財政対策債 380,000 460,000 △ 80,000 △ 17.4

区 分
増減額 増減率

町 債

122.9 136.4 134.9 128.8 128.7 126.4 126.9 124.6 
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（億円）
地方債残高の推移

一般会計

公共下水道事業

特別会計

その他の

特別会計等

232.7
246.8 244.8 237.1 234.7 230.0 227.6

合計

222.9
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（カ）繰入金 3 億 1,734 万 8 千円 （前年度比+1 億 3,142 万 6 千円（+70.7％）） 

財源調整に係る基金繰入金（財政調整基金）は、前年度を 4,010 万円上回っています。

東日本大震災復興事業の財源として、主として特定目的基金（東日本大震災復興推進基金）の

繰入れを見込んでいます。

（単位：千円、％）
平成24年度 平成23年度

当初予算額 当初予算額
(A) (B) (A-B) (A-B)/(B)

317,348 185,922 131,426 70.7

特別会計繰入金 2 2 0 0.0

財政調整基金繰入金 213,300 173,200 40,100 23.2

その他特定目的基金繰入金 104,046 12,720 91,326 718.0

区 分
増減額 増減率

繰 入 金
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7.9 7.9
7.9
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（億円）

基金残高の推移
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減債基金
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その他の基金

18.1

32.5 31.8 30.6

34.7

合計

31.8

37.0
34.9
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その他
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事業費

繰出金

積立金

補助費等

物件費

公債費

扶助費

人件費

その他の経費

義務的経費

投資的経費

102.1

87.7 87.7

合計

94.6

（注）四捨五入の関係上、合計が一致しないことがあります。

100.6

92.0 93.3

（２）歳 出

一一般般会会計計歳歳出出は、東日本大震災の復興事業の経費を計上しており、前年度と比較して 1 億 3,400

万円（1.5％）の増となりました。

(A) 構 成 比 (B) 構 成 比 (A)-(B) (A-B)/(B)
9,331,800 100.0 9,197,800 100.0 134,000 1.5

議 会 費 105,290 1.1 120,331 1.3 △ 15,041 △ 12.5

総 務 費 1,401,828 15.0 1,380,885 15.0 20,943 1.5

民 生 費 2,811,883 30.1 3,110,715 33.8 △ 298,832 △ 9.6

衛 生 費 529,781 5.7 581,230 6.3 △ 51,449 △ 8.9

労 働 費 98,691 1.1 75,150 0.8 23,541 31.3

農 林 水 産 業 費 214,957 2.3 196,125 2.2 18,832 9.6

商 工 費 98,163 1.1 72,548 0.8 25,615 35.3

土 木 費 1,111,685 11.9 1,046,417 11.4 65,268 6.2

消 防 費 482,756 5.2 396,038 4.3 86,718 21.9

教 育 費 1,176,568 12.6 937,813 10.2 238,755 25.5

災 害 復 旧 費 38 0.0 38 0.0 0 0.0

公 債 費 1,280,160 13.7 1,260,510 13.7 19,650 1.6

予 備 費 20,000 0.2 20,000 0.2 0 0.0

人 件 費 1,297,564 13.9 1,319,836 14.3 △ 22,272 △ 1.7

扶 助 費 1,713,401 18.4 1,839,836 20.0 △ 126,435 △ 6.9

公 債 費 1,280,101 13.7 1,260,451 13.7 19,650 1.6

物 件 費 1,364,407 14.6 1,261,777 13.7 102,630 8.1

維 持 補 修 費 114,198 1.2 88,178 1.0 26,020 29.5

補 助 費 等 1,183,801 12.7 1,135,964 12.4 47,837 4.2

積 立 金 105,583 1.1 6,125 0.1 99,458 1,623.8

投 資 及 び 出 資 金 160 0.0 10,100 0.1 △ 9,940 △ 98.4

貸 付 金 6,950 0.1 500 0.0 6,450 1,290.0

繰 出 金 1,331,014 14.3 1,305,703 14.2 25,311 1.9

普 通 建 設 事 業 費 914,621 9.8 949,330 10.3 △ 34,709 △ 3.7

予 備 費 20,000 0.2 20,000 0.2 0 0.0

（千円、％）

歳 出 合 計

歳

出

内

訳

（

性

質

別

）

歳

出

内

訳

（

目

的

別

）

区 分

対前年
増減額

増減率
平成23年度
（当初予算）

平成24年度
（当初予算）
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人人件件費費は、共済組合、退職手当負担金の減により前年度を下回っています。

扶扶助助費費は、子ども手当等の減により、前年度を下回っています。

公公債債費費は、前年度並みとなっていますが、実質公債費比率について減少を見込んでいます。

特別職・

一般職給与

7億9,723万円
（59.9%）退職手当

負担金

1億9,975万円
（16.6%）

共済組合

負担金

1億9,582万円
（15.9%）

議員・委員報酬

1億297万円
（7.5%）

その他

180万円
（0.1%）

人件費

13.0億

円

保育園運営費

8億5,371万円
（49.8%）

子ども手当等

4億2,960万円
（25.1%）

福祉サービス

の給付

2億8,563万円
（16.7%）

医療費自己負担

への給付
1億1,867万円
（6.9%）

就学援助等

2,579万円
（1.5%）

扶助費

17.1億

円

（ア）義務的経費

・ 人件費 12 億 9,756 万 4 千円（前年度比 △2,227 万 2 千円（△1.7％）） 

・ 扶助費 17 億 1,340 万 1 千円（前年度比 △1 億 2,643 万 5 千円（△6.9%）） 

・ 公債費 12 億 8,010 万 1 千円（前年度比 +1,965 万円（+1.6％））

8.9億円 9.6億円 11.0億円 10.3億円
10.4億円

10.4億円 10.8億円

2.6億円
2.8億円

2.5億円
2.3億円 2.2億円 2.2億円 2.0億円

0.9億円
0.9億円

18.5% 18.8%
19.4% 18.8%

17.2%

15.4% 15.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

35.0%

0

2

4

6

8

10

12

14

16

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24

（億円）
公債費等の状況

元金償還金

利子償還金

繰上償還元金

実質公債費比率

（h23、24は見込み）

（早期健全化ライン）

11.5億円
12.4億円

14.4億円
13.5億円

合計

（注）金額は当初予算です。

12.7億円 12.6億円 12.8億円
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単独事業
8億820万円

補助事業
1億1,380万円

普通建設

事 業 費

9.1億円

（イ）投資的経費（普通建設事業費）

・ 補助事業 1 億 1,380 万 1 千円（前年度比△1 億 6,259 万 5 千円（△58.8％）） 

・ 単独事業 8 億 82 万円（前年度比+1 億 2,788 万 6 千円（+19.0％））

補補助助事事業業は、大規模事業が無いため、前年度を大きく下回っています。

単単 独独 事事 業業は、例年の町道整備に加え、木ノ下小学校第２体育館の建設事業が予定されてお

り、前年度を上回っています。

主 な

単独事業

主 な

補助事業

町道改良舗装事業 6,900万円

百石第８分団消防ポンプ自動車更新事業 2,314万円

阿光坊古墳群保存整備事業 1,931万円

木ノ下小学校第２体育館建設事業 4億2,150万円

町道整備事業 2億 771万円

木ノ下小学校屋外教育環境整備事業 3,840万円

浄化槽設置整備費補助事業 2,285万円

農村環境改善センター屋根外壁等塗装事業 1,800万円

県営農道保全対策事業 1,755万円
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（ウ）その他の経費

・ 物件費 13 億 6,440 万 7 千円（前年度比 +1 億 263 万円（+8.1％）） 

・ 補助費等 11 億 8,380 万 1 千円（前年度比 ＋4,783 万 7 千円（+4.2％））

・ 繰出金 13 億 3,101 万 4 千円（前年度比 +2,531 万 1 千円（+1.9％））

物物件件費費は、役場全体のパソコン一斉更新に伴い備品購入費が伸び、前年度を上回りました。

補補助助費費 等等は、町単独補助金について見直しを図りましたが、「生活・経済活動復興支援助成金」

や「被災者住宅再建支援事業費補助金」など東日本大震災の復興支援に関する補助金を計上し

たことにより前年度を上回りました。

繰繰出出金金は、主に公共下水道事業特別会計に対する繰出金が増加し、全体で前年度を上回りまし

た。

委託料

7億5,504万円
(55.3%)

需用費

2億9,213万円
(21.4%)

借上料等

1億990万円
(8.1％)

備品購入費 7,597万円(5.6%)

交際費 113万円(0.1%)

賃金 7,554万円(5.5%)

役務費 4,129万円(3.0%)

需用費･･･消耗品費、光熱水費、

燃料費など

役務費･･･通信運搬費、保険料、

手数料など

物 件 費

13.6億円

旅費 1,252万円(1.0%)

一部事務組合等

負担金

5億3,545万円
(45.2%)団体等に対する

補助交付金

4億3,899万円
(37.1%)

謝礼金等

1億4,816万円
(12.5%)

国・県等負担金

699万円（0.6％）

その他の負担金

5,421万円（4.6％）

補助費等

11.8億円
八戸地域広域市町村圏

事務組合 3億2,001万円
（消防など）

十和田地域広域事務

組合 1億4,025万円
（ごみ処理、火葬）

上北地方教育福祉事務組合

2,283万円（青年の家管理運営）

県市町村総合事務組合 997万円
（非常勤職員の公務災害補償など）

十和田地区環境整備事務組合

4,240万円（し尿処理）



- 12 -

公営企業会計
8,793万円

(6.2%)

特別会計
13億3,102万円

(93.8%)

農業集落排水事業
6,355万円(4.5%)

公共下水道事業
5億441万円
（35.6％）

介護保険
3億380万円

(21.4%)

後期高齢者医療
2億1,014万円

(14.8%)

国民健康保険
2億419万円

(14.4%)

公共用地取得事業
4,003万(2.8%)

霊園事業 482万円(0.3%)

病院事業（資本）
1,434万円(1.0%) 病院事業（収益）

7,359万円(5.2%)

公営企業会計に対するものは

「負担金」として計上されています。

奨学資金貸付事業
8万円(0.0%)

他 会 計

繰出金等
14.2億円



- 13 -

５５ 主主なな事事業業（（総総合合計計画画体体系系図図かからら））

教育推進協議会補助事業（学務課）

施策 ６：地域の特性にあった土地利用

児童生徒用椅子更新事業（学務課）

特別支援教育支援員設置事業（学務課）

施策 ８：教育環境づくりの推進

自然と利便性が調和するまち
（自然、土地利用、景観）

施策 ５：自然環境との共存

心豊かな人育てと伝統と文化が香るまち
（生涯学習、教育、文化、スポーツ）

施策 ７：学校教育の充実

学校屋根・外壁改修事業（学務課）

311万円
百石小学校分、町内小・中学校分を

334万円 下田小学校屋根・外壁改修工事 実施設計

872万円 各小・中学校に支援員を配置

438万円 通学困難地域にバスを運行（２台保有）

175万円 小・中学校教職員の調査・研究等を支援

260万円
住民自治組織地域づくり事業費補助金を
ハートピア助成金から独自の基準へ見直し

施策 ３：人権の尊重

まちづくり推進委員会事業（企画課） 140万円 まちづくり事業の活動支援

小・中学校を中心に啓発活動を実施

施策 ４：多様な文化の交流

人権啓発事業（町民課） 137万円

建設工事、備品購入等
4億3,038万円

旧講堂解体工事実施設計、備品購入費等
1,055万円

老朽化のため改築

児童数の増加に対応するため建設

住民と議会・行政がともに考え、行動するまち
（協働、コミュニティ、参画）

施策 １：自治・参加・協働の促進

施策 ２：コミュニティ活動の促進

住民自治推進事業（企画課）

スクールバス運行事業（学務課）

学校用教育ＰＣ借上事業（学務課）

2,188万円 児童生徒の保護者の経済的負担を軽減

457万円

年次計画で順次更新

授業で活用するコンピューターを借上げ

就学援助事業（学務課）

木ノ下小学校第2体育館建設事業（学務課）

下田中学校講堂改築事業（学務課）

洋光台地区コミュニティセンター塗装工事など
コミュニティ活動推進事業（企画課） 1,579万円

コミュニティ組織への補助、集会施設の維持管理費

国際交流事業（企画課） 259万円 国際交流員の配置、国際交流協会への活動支援

東京おいらせ会への活動支援東京おいらせ会事業（企画課） 18万円

新学習指導要領用教材費等整備事業（学務課） 834万円 文科省の新要領に対応するため、教材を整備
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コンサート、和太鼓フェスティバルを実施
389万円

将棋普及活動（実行委員会）の活動支援

111万円 図書館-公民館接続のシステム保守

小中学校での芸術鑑賞、一般向け

100万円 町立図書館の図書購入費

施策１０：青少年の健全育成

250万円全国将棋祭り事業（生涯学習課）

芸術文化鑑賞事業（生涯学習課）

施策１１：芸術文化活動の推進

図書館システム保守点検（生涯学習課）

ボランティア団体が使用するパトロール用品購入

施策１６：交通安全の推進

交通安全施設整備事業（総務課） 440万円

街灯電気料等

道路反射鏡、区画線等の整備

街灯管理事業（企画課） 2,261万円

町体育・スポーツ賞表彰事業（スポーツ振興課） 62万円 スポーツの優秀成績者等を表彰

町体育協会補助事業（スポーツ振興課） 254万円 体育・スポーツ振興組織への活動支援

110万円 実行委員会への活動支援

1,249万円 消火栓、防火水槽設置工事

埋蔵文化財包蔵地域内での開発行為

阿光坊古墳群保存整備事業（生涯学習課） 1,910万円
仮設道路、仮設駐車場の整備工事

整備基本構想・計画に基づく整備事業３年目

719万円

阿光坊てづくり古墳館の運営経費阿光坊てづくり古墳館運営事業 244万円

快適で安心して暮らすことができるまち
（安全・安心・生活基盤整備、環境）

59万円

講演会６回開催予定（うち著名講師１回分は有料）

生涯学習フェスティバル事業（生涯学習課）

消防水利施設整備事業（総務課）

施策１２：文化財の保存・継承・活用

いちょうマラソン大会事業（スポーツ振興課）

施策１３：スポーツ・レクリエーションの振興

施策１４：防災体制の充実

施策 ９：豊かな人間性を育む生涯学習の推進

成人式開催事業（生涯学習課）

ふるさと学習塾事業（生涯学習課）

に先立つ発掘調査

実行委員会への活動支援

136万円 新成人300名、町民交流センターで開催

279万円

埋蔵文化財発掘調査事業（生涯学習課）

図書館運営事業（生涯学習課）

県が実施する防災工事への負担金

消防ポンプ自動車購入事業（総務課） 2,344万円 老朽化のため百石第８分団のポンプ車を更新

自主防災組織育成支援助成事業（総務課） 自主防災組織への助成（通常分＋資機材整備分）474万円

急傾斜地対策負担金事業（地域整備課） 400万円

施策１５：防犯体制の充実

自主防犯活動支援事業（総務課） 11万円
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施策１９：計画的な道路整備

町道維持補修事業（地域整備課）

公共下水道事業・補助（地域整備課）

公共下水道事業・単独（地域整備課）

除雪作業委託事業（地域整備課）

施策１８：良好な町営住宅

町営住宅修繕事業（地域整備課） 794万円 日常的な修繕、結露対策工事など

維持補修工事費

マンホールポンプの保守管理、清掃

管渠内に堆積した汚泥や土砂の除去

公共下水道（町管理）から流域下水道

217万円

206万円 下水道使用料の計算事務を業務委託

下水道台帳整備を業者へ委託

7,019万円

下水道管渠清掃委託業務事業（地域整備課） 393万円

マンホールポンプ保守管理委託事業（地域整備課） 695万円

下水道使用料計算事務等委託料

下水道受益者負担金等システム変更事業

5,400万円

施策１７：定住促進に向けた環境整備

道路台帳整備事業（地域整備課）

生活関連道の整備、雨水排水対策

上水道各種施設の維持管理費負担金

施策２２：衛生的で快適な上下水道の整備

施策２１：情報通信基盤の整備

八戸圏域水道企業団負担金事業（地域整備課） 1,052万円

草刈、枝切、側溝清掃等

花壇植栽管理事業（地域整備課） 190万円 町内４箇所の町道花壇に植栽

洋光台団地定住促進事業（企画課） 360万円 定住促進助成金の交付

町道草刈事業（地域整備課） 453万円

2,000万円 一斉除雪8回分

町道整備事業・交付金（地域整備課） 6,992万円

橋梁長寿命化修繕計画策定事業（地域整備課） 310万円 業務委託により実施

北ノ平線路肩改良Ｌ＝600m

町道整備事業・単独（地域整備課） 2億776万円

1回の乗車料金200円、3路線運行

施策２０：公共交通の利便性

町民バス運行事業（企画課） 3,047万円

流域下水道処理施設の更新費用等負担金

供用3年以内に水洗化した場合、費用の

472万円 平成23年度町道整備延長Ｌ＝5,200ｍ

3,927万円 錦ヶ丘、阿光坊地区

錦ヶ丘、本村地区 ほか

新システムへの移行費用

汚水処理場等の維持管理費負担金

一部を助成

費用を助成。上限を引き上げ

下水道事業認可区域外での浄化槽設置

農業集落排水処理場の維持管理経費

（県管理）への接続点の水質検査

3,024万円

馬淵川流域下水道維持管理費負担金事業（地域整備課） 1億1,393万円

馬淵川流域下水道事業費負担金事業（地域整備課）

水質検査委託事業（地域整備課） 85万円

浄化槽設置整備事業・単独（地域整備課）

水洗便所改造等奨励金事業（地域整備課） 180万円

2,285万円

下水道台帳整備事業 239万円

古間木山地区農業集落排水処理施設

維持管理事業（地域整備課）
1,642万円
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地域子育て支援センター事業（町民課）

2,269万円

緊急・一時的な保育を町内１保育園に委託

育児相談・子育てサークル等の実施を

町内４保育園に委託

社会福祉協議会へ運営費を助成

施策３０：子育て支援の充実

次世代育成支援対策推進事業（町民課） 7万円 行動計画の評価、見直し（計画期間は５年）

社会福祉協議会補助事業（介護福祉課） 3,782万円

施設管理費、町債償還費など

費用の3分の2を助成（上限額3万円）

資源ごみ箱設置費助成事業（環境保健課） 102万円 費用の5分の4を助成（上限額16万円）

416万円 現在休止中の最終処分場の維持管理経費

施策２５：環境保全・環境美化の推進

環境衛生事業（環境保健課） 全町一斉清掃経費ほか

みんなが互いに助け合うまち
（保健・医療・福祉）

生ごみ処理機購入助成事業（環境保健課） 60万円

農業用廃ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ回収促進対策事業（農林水産課） 340万円

356万円

施策２６：町営霊園の整備・利用促進

町営霊園整備・利用促進事業（環境保健課） 817万円

最終処分場管理事業（環境保健課）

電子内視鏡システム、生化学自動分析装置など

施策２９：地域で支える福祉ネットワークの形成

健康づくり意識向上の各種事業、保健衛

各種検診委託や心のケア事業など

生施設（いきいき館）の維持管理など
保健衛生普及・保健施設運営事業（環境保健課） 1,664万円

医療機器購入事業（おいらせ病院） 4,100万円

公園遊具修繕・撤去事業（分庁サービス課） 270万円

施策２３：公園・緑地の整備

特定健康診査等事業（環境保健課） 1,379万円

施策２８：地域医療体制の充実

国保40-74歳の特定健康診査等を実施

健康増進事業（環境保健課） 3,179万円

健康増進計画・食育推進計画策定事業（環境保健課） 99万円 前期計画の評価・分析を行い、計画策定

４小学校区において開設）
放課後児童健全育成事業（町民課）

保育時間の延長を町内全保育園に委託

保育料軽減事業（町民課） 1,793万円 3人目以降の児童の保育料を減額

児童クラブ運営費（甲洋小学校区を除く

休日保育事業（町民課） 1,019万円 日曜等休日の保育を町内6保育園に委託

延長保育促進事業（町民課） 6,309万円

一時保育事業（町民課）

2,596万円

158万円

1kgあたり10円を助成

老朽化した遊具を選別し撤去・修繕を行う

住宅用太陽光発電システム設置補助事業（企画課） 640万円 個人住宅用に対する助成（上限16万円）

施策２４：資源循環型社会の形成

施策２７：健康づくりの推進
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町独自の幼稚園保育料の減免（第3子以降）

放課後子ども教室推進事業（生涯学習課） 712万円 百石小学区、甲洋小学校区で実施

母子保健法に基づく各種事業を実施

ひとり親家庭等医療費給付事業（町民課） 1,908万円 ひとり親家庭等の医療費を助成

すくすく子育て支援事業（学務課） 258万円

4,369万円

各種サービスの提供
障がい福祉サービス事業（介護福祉課） 2億5,337万円

病気回復期のため、集団保育ができない

母子保健事業（環境保健課） 2,757万円

幼稚園就園奨励事業（学務課） 1,568万円

ついては、対象を中学生まで拡大
乳幼児医療費給付事業（町民課）

予防接種法で定められている疾病に加え

私立幼稚園の保育料等を減免

児童の保育を町内１保育園に委託
病後児保育事業（町民課） 420万円

身体障がい者(児)補装具給付事業（介護福祉課） 720万円

就学前児童の医療費を助成。入院分に

施策３１：障がい者の自立支援の充実

重度心身障がい者医療費助成事業（介護福祉課） 4,013万円 重度心身障がい者等の医療費を助成

新たにヒブワクチン・子宮頸がんワクチンを接種
予防接種事業（環境保健課） 5,891万円

おいらせ広域シルバー人材センター運営事業

障がい者程度区分判定審査会事務委託事業

障がい者が地域で生活を営むために必要な

（介護福祉課）

介護サービスの必要量を決定
（八戸市へ委託）

156万円

身体障がい者の補装具費用を助成

地域生活支援事業（介護福祉課） 882万円 障がい者の移動支援、日常生活用具の給付

645万円

施策３２：安心して暮らせる高齢者福祉の充実

地域支援事業：包括的支援及び任意事業 総合相談、ケアマネジャー支援等や配食

（介護福祉課） サービス等地域に合わせた事業を展開

地域支援事業【介護予防事業】（介護福祉課） 943万円 要介護状態に陥るのを予防する事業を実施

高齢者の趣味を楽しむ機会や交流の場を

957万円

在宅介護支援センター運営委託事業（介護福祉課） 428万円 介護相談窓口を町内３箇所のセンターに委託

身体上、精神上、経済的理由で居宅での生

活が困難な一人暮らし高齢者の入所を支援
老人ホーム入所措置支援事業（介護福祉課） 1,026万円

サービス等、町独自の高齢者福祉サービス
介護予防、地域支え合い事業（介護福祉課）

（介護福祉課） を促すため、六戸町と共同で運営を支援
1,665万円

は、希望する町内会へ実施を委託
敬老会事業（介護福祉課） 404万円

長寿を祝う式典を実施。平成22年度から

214万円
ほのぼの交流員を各町内会に配置し、一人

暮らしの高齢者等の孤立感解消を図る

生きがい活動通所、外出・軽度生活支援

高齢者の就業機会を確保し、社会参加

提供するためのサークル活動を実施
ほがらか教室開設委託事業（介護福祉課） 90万円

ほのぼのコミュニティ２１推進事業（介護福祉課）
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広報おいらせの発行（月１回）、

町勢要覧作成事業（企画課） 246万円

施策３６：水産業の経営基盤強化

のため、商工会運営経費を支援
商工業振興事業（商工観光課）

町民・行政相談の実施
広報・広聴事業（企画課） 637万円

農地の利用状況調査の実施農地制度実施円滑化事業（農業委員会） 197万円

に対し、町が応分の負担をするもの
農道保全対策事業（農林水産課） 1,755万円

県が実施主体の農道路面改良工事（7,254m）

施策３４：おいらせブランドの確立

施策３３：社会保障の充実

後期高齢者医療制度の運営者への広域

施策４２：広聴推進事業

630万円

施策３７：地域の生活圏に根ざした商業の充実

小規模企業の経営安定や技術改良等

施策３９：地域資源を活かした観光の促進

施策３８：立地条件を活かした工業振興

地域雇用創出推進事業（商工観光課） 353万円
新卒・非自発的離職者を正社員として

採用した企業に奨励金を支給

観光イベント支援事業（商工観光課） 1,622万円 観光協会へ観光イベント開催費用を助成

施策４１：情報共有と情報公開の推進

住民全体の「まちづくり」を支える基盤づくり
（行財政）

施策４０：雇用環境の充実

各老人クラブの活動に対する助成

ため、地域ぐるみでの営農活動を支援

おいらせ町２回目の発行（前回は20年度

発行）、25年度に完成予定

連合納付金、給付費負担金
後期高齢者医療保険事業（環境保健課） 2億9,532万円

農地・水・環境の良好な保全と質的向上

町内会福祉事業高齢者等送迎支援事業
（介護福祉課）

32万円
町内地区の各種事業の開催に合わせて

福祉車両による送迎を実施

老人クラブ補助事業（介護福祉課） 179万円

農地・水・環境保全向上対策事業（農林水産課） 95万円

活力を創造し住み続けることができるまち
（農林水産業・商工業・観光・雇用）

おいらせブランド推進支援事業（企画課）
おいらせブランド推進協議会を支援し、地域

ブランドの早期確立を目指す

環境保全型農業直接支援対策事業（農林水産課） 48万円
環境保全効果の高い営農活動に取り組む

農業者に対する支援

153万円

施策３５：後継者・担い手農家の育成と農業基盤の整備
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で無い場合、時点修正を行う
標準宅地時点修正業務委託事業（税務課） 154万円

地価が下落し価格を据え置くことが適当

新規路線価付設等業務委託事業（税務課） 291万円 新規路線価の付設、新規宅地等の画地計算

固定資産基本図作成及び家屋調査業務委託 家屋調査した固定資産基本図データの

通じて行うシステムの維持経費
125万円

383万円

1,655万円
町民税、固定資産税、軽自動車税、国保税

の期限内納付額の2.2％を奨励金として交付

236万円 機器借上料、保守委託料

納税貯蓄組合奨励事業（税務課）

施策４７：広域連携による自立的な地域づくり

職員研修事業（総務課）

施策４５：効率的な行政サービスの提供

1,800万円

施策４３：事務事業の効率化の推進

施策４４：職員の資質向上

eLTAXシステム導入事業（税務課）

確定申告支援システム整備事業（税務課）

OA機器、各種システムに関する経費

24年度は職員用PCを更新

公共施設整備基金造成事業（財政課）

健康管理システム導入事業（環境保健課）

地方税等に関する手続をインターネットを

施策４６：健全な財政運営の推進

本庁舎内外施設整備事業（総務課） 130万円 軽微な修繕費

戸籍システム整備事業（町民課）

130万円 庁内研修、派遣研修経費

加除修正を行う
61万円

農業環境改善センター（築後18年経過）

の屋根等塗装

保健事業・施設管理費

機器借上料、保守委託料

公的個人認証サービス事業（町民課） 18万円 機器保守委託料

電子自治体推進事業（企画課） 1億1,982万円

公共施設屋根等塗装事業（分庁サービス課）

559万円 機器更新（リース）

保健衛生普及事業・保健施設部門運営事業

（環境保健課）

1億円
今後予想される公共施設の大規模修繕

を計画的に整備を行うための基金

1,664万円
保健施設（いきいき館）を中心とした

事業（税務課）
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６６ 震震災災復復興興関関連連予予算算（（平平成成２２３３年年度度かからら繰繰りり越越さされれるる事事業業をを含含みみまますす））

緊急雇用創出推進事業 2,153万円 被災者の雇用対策事業費

災害援護資金貸付金 500万円 全壊２棟分（250万円×2）

労 働 （商工観光課）

おいらせブランドショップ運営委託、建設

被災者か被災事業所に該当する場合、

業農業経営進出支援事業委託
6,667万円

災害支援給付費 24万円 県外からの避難者へ生活必需用品を給付

東日本大震災 災害対策・復興事業

民 生 （介護福祉課）

農林水産業 （農林水産課）

東日本大震災農業生産対策事業費補助金 1億8,350万円 被災した豚舎の整備に対する補助

雇用復興推進事業

交付金額を上乗せ
600万円緊急雇用奨励金（復興分）

農業機械・生産資材購入等補助金 1,717万円
（うち一部繰越）

農業機械・生産資材等の購入等に

対する補助

漁船・漁具購入事業資金利子補給金 12万円
漁船・漁具を再取得するために融資を

受けた場合、償還金に係る利子を補給

26万円
『青森県経営安定化サポート資金』の融資

に対する利子を補給

豚舎整備事業費補助金 2,642万円 被災した豚舎の整備に対する補助（町単独）

漁船漁業復興事業費補助金 3億3,745万円 漁船・漁具購入費等に対する補助

商工会プレミアム商品券発行補助事業 2,200万円
プレミアム分が2/12となる町商工会商品

券の発行を助成

（町単独）

漁船・漁具購入費等に対する補助5,624万円
（うち一部繰越）

漁船・漁具購入事業費補助金

商工業 （商工観光課）

中小企業者等災害復旧融資利子補給金

商店街活性化イベント事業費補助金 150万円 地域の活性化に繋がるイベントに対する補助

小規模事業者経営改善資金（復興分）
288万円

『国民生活金融公庫貸付事業』の融資

に対する利子を補給（２年間限度）利子補給金

消防・防災（総務課 防災安全推進室）

防災マップ作成事業 400万円 防災ハザードマップを作成委託

土 木 （地域整備課）

被災者住宅再建支援事業補助金 3,523万円
被災者の二重ローン対策のため、利子相

当額を助成

地域防災計画策定事業 400万円 地域防災計画策定を業務委託

繰越

繰越

繰越

繰越

繰越
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防災備品購入事業 350万円 津波避難所に設置する発電機等を購入

防災危機管理専門員配置事業 266万円 防災危機管理専門員１名を配置

避難所非常用電源配線工事費 200万円
津波避難所へ非常用電源の配線工事

を実施

避難所案内看板設置事業 441万円 避難所と海抜を表示する案内看板の設置

自主防災組織育成支援事業 450万円 自主防災組織に防災資機材の購入を助成

東日本大震災復興地域づくり計画調査委託料 3,000万円 復興地域づくり計画作成のための調査を委託

生活・経済活動復興支援助成金 6,000万円
津波により被害を受けた住宅・自家用車等

対象物の再取得・修繕に対する助成

デジタル移動系防災行政無線施設整備事業 1億9,362万円 デジタル移動系無線の整備

消防団安全装備品等購入費 1,421万円 消防団の安全装備品等の購入

防災資機材等備蓄倉庫整備事業 3,682万円 防災資機材等を備蓄するための倉庫を整備

小学校防災施設整備事業 81万円 甲洋小学校の自家発電設備の設計委託

教 育 （教育委員会 学務課）

被災児童生徒就学援助事業 26万円 被災児童生徒に対する就学援助

繰越

繰越

繰越

繰越


